
 第８期 事業報告書 
 ⾃ 2021年 １⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021年12⽉31⽇ 

 １．会社の現況に関する事項 
 (１) 事業の全般的状況 
  当社の主⼒事業が属する暗号資産交換業の市場は、暗号資産価格の上昇を背 
 景に取引量が増加し、良好な状況が継続しました。当事業年度における暗号資 
 産価格は、2020年末から始まった価格の上昇が2021年５⽉頃まで継続し、そ 
 の後、中国の暗号資産規制やマイニングの環境問題などの懸念により⼀時低迷 
 したものの、2021年11⽉にはビットコインの価格が⼀時770万円台まで上昇 
 し、史上最⾼値を更新しました。 

 このような環境の中、2021年2⽉には国内暗号資産交換業者では初となるバ 
 グバウンティプログラムを開始したほか、2021年4⽉にはPostOnly注⽂機能 
 をリリース、2021年9⽉に逆指値注⽂をリリースし、セキュリティの向上およ 
 びユーザーの利便性の向上を図りました。その他、2021年９⽉には株式会社 
 ミクシィおよび株式会社セレスを引受先として合計約75億円の資⾦調達を⾏い 
 ました。 

 その結果、当事業年度の営業収益は10,120,151千円（前年同期⽐262.70% 
 増）、営業利益は5,187,835千円（前年同期⽐341.18%増）、経常利益は 
 5,183,129千円（前年同期⽐345.73%増）、当期純利益は3,683,921千円 
 （前年同期⽐281.75%増）となりました。 

 (２) 財産及び損益の状況 

 区分 
 第５期 

 （2018年 
 12⽉期） 

 第６期 
 （2019年 
 12⽉期） 

 第７期 
 （2020年 
 12⽉期） 

 第８期 
 （2021年 
 12⽉期） 

 営業収益  （千円）  △1,877,634  1,555,849  2,790,218  10,120,151 

 経常利益 
 （△損失） 

 （千円）  △3,236,394  △46,525  1,162,849  5,183,129 

 当期純利益 
 （△純損失）

 （千円）  △2,537,749  △63,815  965,003  3,683,921 

 １株当たり 
 当期純利益 
 （△損失） 

 （円）  △50,792.57  △1,170.45  17,687.24  67,409.36 

 総資産  （千円）  65,397,409  54,115,040  109,395,229  248,088,679 

 純資産  （千円）  633,050  548,266  1,514,908  12,701,496 



 （注）当社は、2022年１⽉６⽇付で普通株式１株につき10株の割合で株式分 
 割を⾏っております。2018年度の期⾸に当該株式分割が⾏われたと仮定し 
 て、１株当たり当期純利益を算定しております。 

 (３) 重要な⼦会社の状況 
  該当事項はございません。 

 ２．会計監査⼈の⽒名または名称 
  有限責任監査法⼈トーマツ 

 ３．業務の適正を確保するための体制 
 取締役の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制、 

 その他会社の業務の適正を確保するための体制について、取締役会において決 
 議した基本⽅針は以下のとおりです。 

 (１) 取締役の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体 
 制 
 ① 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に 
 関する重要な事項を決定する。 
 ② 取締役会は、内部統制の基本⽅針を決定し、取締役が、適切に内部統制シ 
 ステムを構築・運⽤し、それに従い職務執⾏しているかを監督する。 
 ③ 取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に業務執 
 ⾏の監督を⾏っている。 
 ④ 取締役は、各監査役が定めた監査⽅針・計画のもと、監査を受ける。 

 (２) 取締役の職務の執⾏に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 ① 株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執⾏に関わる重要な情報につ 
 いては、法令や関連規程等に従い、適切に記録し、定められた期間保存する。 
 また、その他関連規程は、必要に応じて適時⾒直し等の改善をする。 

 (３) 取締役の職務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するための体制 
 ① 取締役の職務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するため、取締役会の 
 運営に関することを「取締役会規程」に定めるとともに、取締役会を原則とし 
 て毎⽉開催するほか、必要に応じて臨時開催する。 
 ② 取締役は、ITを活⽤した情報システムを構築して、迅速かつ的確な経営情 
 報把握に努める。 

 (４) 使⽤⼈の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体 
 制 
 ① 代表取締役は、チーフコンプライアンスオフィサー(CCO)を総括責任者 
 として任命し、コンプライアンスに関する内部統制機能の強化を継続的に⾏え 
 る体制を維持する。 

 2 



 ② 万が⼀、コンプライアンスに関する事態が発⽣した場合は、コンプライア 
 ンス管理の総括責任者は、代表取締役、取締役会、監査役、顧問弁護⼠に報告 
 される体制を構築する。 
 ③ 取締役及び使⽤⼈がコンプライアンスの徹底を実践できるように「コンプ 
 ライアンス規程」、「コンプライアンス‧マニュアル」及び「コンプライアン 
 ス‧プログラム」を定める。 
 ④ 当社は、コンプライアンスの違反やその恐れがある場合に、業務上の報告 
 経路の他、コンプライアンス担当者‧内部監査担当者に相談‧申告でき、事態の 
 迅速な把握と是正に努める。 

 (５) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 ① 代表取締役は、チーフコンプライアンスオフィサー(CCO)をリスク管理の 
 総括責任者として任命し、全社的なリスクの把握とその評価及び対応策の策定 
 を⾏い、各担当取締役及び各部⻑と連携しながら、リスクを最⼩限に抑える体 
 制を構築する。 
 ② リスク管理を円滑にするために、「財務管理及びリスク管理に関する規 
 程」に基づき、リスクに関する意識の浸透、早期発⾒、未然防⽌、緊急事態発 
 ⽣時の対応を定める。 

 (６) 監査役がその職務を補助すべき使⽤⼈を置くことを求めた場合における 
 当該使⽤⼈に関する事項並びにその使⽤⼈の取締役からの独⽴性及びその使⽤ 
 ⼈に対する監査役の指⽰の実効性の確保に関する事項 
 ① 当社は、監査役の職務を補助する使⽤⼈は配置していないが、取締役会は 
 監査役と必要に応じて協議を⾏い、当該使⽤⼈を任命及び配置することができ 
 る。 
 ② 補助すべき期間中は、指名された使⽤⼈への指揮権は監査役に移譲された 
 ものとし、取締役の指揮命令は受けない。 
 ③ 指名された使⽤⼈の補助期間中の⼈事評価は監査役が⾏い、⼈事異動に関 
 しても監査役の同意を必要とする。 

 (７) 取締役及び使⽤⼈が監査役に報告するための体制その他の監査役への報 
 告に関する体制 
 ① 監査役は、取締役会及び業務執⾏の重要な会議に出席し、当社における重 
 要事項や損害を及ぼすおそれのある事実等について報告を受ける。 
 ② 取締役及び使⽤⼈は、取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項、 
 その他重要な会議の決定事項、重要な会計⽅針‧会計基準及びその変更、内部監 
 査の実施状況、その他必要な重要事項を監査役に報告する。 
 ③ 取締役及び使⽤⼈は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不 
 正⾏為や重要な法令並びに定款違反⾏為を認知した場合、すみやかに、監査役 
 に報告する。 
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 (８) 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱 
 いを受けないことを確保するための体制 
 ① 「内部通報制度に関する規程」において通報者の保護を明記し、当社の取 
 締役、監査役及び使⽤⼈に対して、上記の報告をしたことを理由として不利な 
 取り扱いをすることを禁⽌する。 

 (９) その他監査役の監査が実効的に⾏われることを確保するための体制 
 ① 監査役は、代表取締役と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意⾒交換を 
 実施する。 
 ② 監査役は、会計監査⼈及び内部監査担当とも意⾒交換や情報交換を⾏い、 
 連携を保ち必要に応じて調査及び報告を求める。 

 (10) 監査役の職務の執⾏について⽣ずる費⽤の前払⼜は償還の⼿続その他の 
 当該職務の執⾏について⽣ずる費⽤⼜は債務の処理に係る⽅針に関する事項 
 ① 当社は、監査の実施のために弁護⼠、公認会計⼠その他の社外の専⾨家に 
 対して助⾔を求める⼜は調査、鑑定その他の事務を委託するなど所要の費⽤を 
 請求するときは、当該請求に係る費⽤が監査役の職務執⾏に必要でないと認め 
 られる場合を除き、これを拒むことができない。 
 ② 前号の規定は、着⼿⾦等の前払い、及び事後的に発⽣した費⽤等の償還そ 
 の他の監査役の職務の執⾏に係る費⽤についても同様とする。 

 (11) 反社会的勢⼒排除に向けた基本⽅針及び体制 
 ① 当社は、反社会的勢⼒‧団体‧個⼈とは⼀切関わりを持たず、不当‧不法な要 
 求にも応じないことを基本⽅針とする。その旨を取締役及び使⽤⼈に周知徹底 
 するとともに、平素より関係⾏政機関などからの情報収集に努め、事案の発⽣ 
 時には関係⾏政機関や法律の専⾨家と緊密に連絡を取り、組織全体として速や 
 かに対処できる体制を整備する。 

 ４．業務の適正を確保するための体制の運⽤状況の概要 
 (１) コンプライアンス体制について 
 ① コンプライアンス規程その他の社内規程を定め、各種コンプライアンス研 
 修を実施し、取締役及び従業員のコンプライアンス意識の向上に努めておりま 
 す。 
 ② 内部通報制度を整備の上、全社員に周知し、法令違反等の早期発⾒と迅速 
 かつ適切な対応を⾏うことに努めております。 

 (２) 取締役の職務の執⾏について 
 ① 取締役会は、14回開催し、取締役6名（うち、社外取締役4名）で構成さ 
 れており、取締役会には取締役及び監査役が出席して、各取締役及び執⾏役員 
 から業務執⾏状況及び業務管理状況の報告が⾏われるとともに、重要事項の審 
 議・報告・決議を⾏っております。 
 ② 社外取締役は、独⽴した⽴場から決議に加わるとともに、経営の監視・監 
 督を⾏っております。 
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 (３) 内部監査の実施について 
 ① 取締役会直属の内部監査部が、当社を対象として内部監査を実施しており 
 ます。内部監査の結果は、取締役会にて報告が⾏われております。 

 (４) リスク管理体制について 
 ① 当社では、市場、情報セキュリティ等様々な事業運営上のリスクについ 
 て、リスク管理規程を制定し、リスクに対する体制の整備状況を確認しており 
 ます。 

 (５) 監査役について 
 ① 監査役は取締役会に出席し、業務執⾏の状況について直接聴取を⾏い、経 
 営監視機能の強化及び向上を図っております。 
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